
様式 C-19

科学研究費補助金研究成果報告書

平成 22 年 4 月 9 日現在

研究成果の概要（和文）：市民参加手続きのどのような側面が、社会的受容につながりやすいか

を検討するため、札幌市におけるごみ有料化事例調査を行った。有料化等施策導入決定に至る

までと、決定後導入までの間の 2 回、無作為抽出による社会調査を行った。非参加者にとって

市民参加の手続き的公正感が高まるには、参加者の代表性、発言機会、意見反映が重要である

ことが明らかになった。また、市民意見交換会や町内会説明会の周知・参加度が高いほど手続

き的公正感や社会的受容に繋がりやすいことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to clarify what kinds of aspects are
more influential for social acceptance. Social surveys using random sampling were
conducted twice in Sapporo. The results indicated that representativeness of the
participants, opportunity of voice and reflection of voice were significant factors for
procedural fairness. Further, participation to participatory programs, such as “citizen
discussion” and community meetings, had strong effects on procedural fairness and
social acceptance.
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１．研究開始当初の背景
札幌市では、ごみ減量化総合計画の見直し

が進行しており、ごみ減量化に向けた有効な
方策の一つとして家庭ごみ有料化が検討さ

れていた。研究開始時は、まだ計画の全貌が
固まっておらず、家庭ごみ有料化についても
導入が確定していなかった。ただし、幅広く
市民参加などによる議論の機会が提供され
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ており、有料化の是非を含む、ごみ減量化に
向けて市民が自身による議論がなされてい
た。こうした中、市民参加による議論を経て
決定していくプロセスが、なぜ重要なのか、
なぜ意味があるのかということについて実
証的に検討を試みようとするのが、研究開始
時の背景である。とくに環境問題には、いか
なる施策であっても、多くの市民が受け入れ
られ、一人一人が行動を変えられなければ、
絵に描いた餅になってしまう。そこで、多く
の市民の受容と行動変容に有効な市民参加
のあり方について検討することが、本研究の
スコープである。

２．研究の目的
本研究の目的は、市民の負担を伴うような

制度の受容に手続き的公正感が及ぼす効果
を検証することである。市民参加の手続きが
肯定的に評価されれば、制度の受容に繋がる
と予測される。しかし、市民参加をやれば手
続き的公正感が高まるという単純な関係に
はない。どのような市民参加の進め方が重要
かを明らかにする必要がある。

とくに、市民参加の場に実際に参加する人
は、母集団全体から見ればごく少数であるこ
と、また、関心の高い人に偏りがちであると
いった問題がある。そこで、市民参加の場に
参加しなかった人々がどのように評価して
いるかを把握必要がある。とくに、ごみ減量
は一人一人の個人が制度を受容し協力しな
ければ、いかなる計画であっても実効性を伴
わない。そこで、非参加者を対象に、自分が
参加していなくてもその市民参加手続きが
公正だと判断できるか、また公正だと判断す
れば社会的受容に繋がるかを明らかにする
ことを目的とする。

３．研究の方法
方法は、主に郵送法による質問紙調査が中

心である。なお、補足的に、ごみステーショ
ン観察調査、ヒアリング調査等を行った。
(1) 一回目調査

最初の調査は 2008 年 2 月に実施した。こ
の時期は、市民参加によるごみ減量化総合的
施策の原案がとりまとめられたが、まだ導入
に至る一年半前に当たる。

一回目の調査の焦点は、決定に至るまでに
実施された市民意見交換会の評価である。こ
のときの市民意見交換会では、札幌市 10 区
で実施され、計 500 名以上が参加した。参加
者は誰でも意見を述べられるように、1 テー
ブル 6-8 名の少人数で議論を行い、そのテー
ブルごとの議論を会場で集約するという手
法を用いた。さらに、10区全体の意見をとり
まとめ、とくに意見の多かったごみステーシ
ョンの現況調査を再度実施した。これらを踏
まえて一年かけて審議会で議論され、答申が

提出された。非参加者がこうした一連の手続
きを公正と判断するか否か、またこれらの手
続きが制度の受容と関連するかを分析した。

札幌市在住者約 187 万人を母集団とし、18
歳以上男女個人を対象とした調査を実施し
た。標本抽出は層別に段階抽出により、まず
10区より 5区を選び、各区からまちづくりセ
ンターのカバーする範囲を地区の単位とし
て計 30 地区ずつ、計 150 地区を選定した。
抽出台帳には住民基本台帳を用い、合計 1500
名を系統抽出した。回収状況は、有効回答数
741、有効回収率 50.7%だった。
(2) 二回目調査

二回目の調査は 2009 年 5 月に実施した。
この時期は、2009 年 7月に札幌市では家庭ご
み有料化をはじめ、雑紙回収と枝葉草の回収
開始、集団資源回収の支援増などが導入され
る直前の時期にあたる。

二回目調査の焦点は、総合的施策決定後、
導入に至るまでの行政の対応の評価である。
札幌市は、計画策定後もさらに意見交換会を
細かな地域単位（連合町内会単位）で203回、
区レベル（区民センター）で 20 回、計 203
回実施し、計8000人以上の市民が参加した。
また、導入直前の 8ヶ月間で、町内会を単位
とした新ルール説明会を延べ約 2700 回開催
し、延べ 13 万人もの出席者がいた。全世帯
のうち 15%近い世帯が説明会に出席した勘定
になる。こうした行政が市民とコミュニケー
ションを図ろうとする姿勢が手続き的公正
感を高めるか、また、それが制度の受容に繋
がるかを明らかにするために分析した。

以上の社会的受容や手続き的公正感とは
少しずれるが、二回目調査では、制度変更に
伴う行動変容の可能性についても検討した。
とくに、個人単位ではなく、地域コミュニテ
ィなどを単位として行う集団資源回収に焦
点を当てた。その理由は、主に次の 2点によ
る。第一に、今回の札幌市におけるごみ減量
化総合的施策は、家庭ごみの有料化だけがメ
インでなく、集団資源回収の促進を図るなど、
3R推進方策が複数同時に導入されており、こ
れらの施策と行動変容との関連を調べる必
要があるためである。つまり、制度が受容さ
れても行動に繋がらなければ意味がないが、
その重要な施策の一つとして集団資源回収
支援強化が挙げられるためである。第二に、
集合的に行われる行動固有の問題を明らか
にする必要性である。集団資源回収は町内会
などの地域単位で行われるが、個人で行う行
動と異なり、集合行為論的な諸問題が生じる。
こうした問題に対し、金銭的、心理的の両方
を含めた様々な誘因が必要とされると言わ
れているが、実際にどのような誘因が有効で
あるかを明らかにする必要がある。そこで、
二回目調査では、集団資源回収の規定要因を
調べ、どのような誘因が有効かを明らかにす



ることで、有効な集団資源回収促進方策を検
討する際の基礎資料となる分析を行った。

方法は札幌市在住者 18 歳以上個人を対象
とし、層化二段抽出法によった。札幌市全10
区より、まちづくりセンターのカバーする範
囲を地区の単位として、各区の人口比により
60地区を割り当てた。さらに、抽出台帳とし
て住民基本台帳から 3000 人を抽出した。回
収状況は、有効回答 1603、有効回収率 54.5%
だった。

４．研究成果
(1) 一回目調査の主な結果
「家庭ごみ有料化の賛否」だけを取り出し

てみると、「賛成」「どちらかといえば賛成」
を併せると 6割弱、「反対」「どちらかといえ
ば反対」をあわせると 4割強で、賛否が拮抗
していた。しかし、「総合的施策（全体）を
受け入れられるか」では、「非常にそう思う」
「ややそう思う」をあわせると過半数になり、
「全くそう思わない」「あまりそう思わない」
をあわせても 2割弱で、施策全体としては受
容されていたことが読み取れる。

図 1 総合的施策の社会的受容(一回目調査)

図 2 有料化の賛否(一回目調査)

市民参加の手続きが社会的受容に及ぼす
影響の要因間の関連について構造方程式モ
デルによる分析を行った（図 3）。社会的受容
へは、計画内容そのものだけでなく、手続き
的公正感も重要な規定因であるという結果
が得られた。手続き的公正感を規定する要因
は、審議会の中立性と並んで、市民意見交換
会の評価が主要な変数であった。また、市民
意見交換会の評価は、手続き的公正感だけで
なく、社会的受容にも直接影響していた。さ
らに、市民意見交換会の評価を規定する要因
は参加者の代表性、議論の方法、意見交換会
の意見反映の 3つであった。すなわち、第一

に、意見交換会への参加者が、回答者にとっ
て自分と同じ一般市民であると思えるほど、
意見交換会をよいものだと評価していた。第
二に、意見交換会への参加者全員が発言でき、
全員が議論に参加できたと思えるほど、意見
交換会をよいものだと評価していた。第三に、
こうした議論に基づき集約された意見が、施
策に反映されていると思えるほど、意見交換
会をよいものだと評価していた。以上より、
形式的に市民参加を行ったというだけでな
く、自分と同じ一般市民が市民同士で議論を
して、それが施策に反映されていくというプ
ロセスの重要姓が示唆される。また、審議会
の中立性も手続き的公正感の主要な規定因
となった。つまり、審議会が専門家だけでな
く、市民団体や公募の市民も構成員となって
おり、中立的な立場から議論したと評価され
ることが、手続き的公正感を高める上で重要
であることを示している。

さらに、内容評価へは、循環型社会形成に
つながるかという公共的便益が最も大きな
影響を及ぼしており、有料化に伴う個人的負
担感は有意ではあるものの公共的便益評価
ほどは大きな影響ではなかった。

図 3 社会的受容に及ぼす要因の連関(一回
目調査)

有料化の賛否別に、社会的受容や内容評価、
手続き的公正感などの平均値の比較を行っ
たところ、ほとんどの評価に差がみられ、全
体的に有料化に賛成している人の方が賛成
している人よりも否定的な評価をしていた
(表 1)。

表 1 有料化の賛否別平均値(一回目調査)
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衡平性 4 18 3.61(0.74) 314 2.91(0.77 ) -12.49***
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発言の機会 4 14 3.72(0.63) 313 3.46(0.71 ) -5.24***

参加者の代表性 4 16 2.96(0.75) 313 2.65(0.73 ) -5.56***
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ところが、その要因間の連関は賛否別でも
ほぼ同じであった。つまり、有料化に反対し
ている人でも、市民意見交換会の手続きをよ
いものだと評価できれば、手続き的公正感が
高まり、社会的受容につながる可能性が示唆
された。

一方、有料化への賛否を従属変数とした分
析を行ったところ、個人的負担感と衡平感が
主要な規定要因となり、社会的受容とは弱い
関連しか見られず、手続き的公正感は全く有
意な影響がなかった(図 4)。つまり、有料化
への賛否だけを論点としてしまうと、自分は
お金を払いたくないとか、出す量に応じて負
担するのが衡平だといった分配や負担に関
わる要因ばかりに目が向いてしまう可能性
が示唆された。

図 4 有料化の賛否の規定因(一回目調査)

以上より、有料化だけを論点とするのでは
なく、ごみ減量化に向けた社会全体にとって
望ましいと同意できる目標設定と、それに向
けた施策パッケージを提案することの重要
性が示唆されたと同時に、施策の決定に至る
プロセスでの手続き的公正感を高める手法
としての市民意見交換会の意義が示された。

(2) 二回目調査の主な結果
有料化への賛否と施策全体の受容は一回

目調査とほぼ同じであった。すなわち、「家
庭ごみ有料化の賛否」だけを取り出してみる
と、「賛成」「どちらかといえば賛成」を併せ
ると 6割弱、「反対」「どちらかといえば反対」
をあわせると4割強で、賛否が拮抗していた。
しかし、「総合的施策（全体）を受け入れら
れるか」では、「非常にそう思う」「ややそう
思う」をあわせると過半数になり、「全くそ
う思わない」「あまりそう思わない」をあわ
せても 2割弱で、施策全体としては受容され
ていたことが読み取れる。つまり、この傾向
は1年余の間にほとんど変化していなかった。

図 5 総合的施策の社会的受容(二回目調査)

図 6 有料化の賛否(一回目調査)

市民意見交換会や説明会などの手続きが
社会的受容に及ぼす影響の要因間の関連に
ついて構造方程式モデルによる分析を行っ
た（図 7）。一回目調査と同様に二回目調査で
も、社会的受容へは、計画内容そのものだけ
でなく、手続き的公正感も重要な規定因であ
るという結果が得られた。手続き的公正感を
規定する要因としては、市がごみ減量化に誠
実に取り組んでいるか、努力しているかとい
う市の取組表かがもっとも影響を及ぼして
いた。また、情報公開と参加者の代表性も手
続き的公正感の規定要因となり、一回目調査
と一貫した結果が得られた。内容評価へは、
公共的便益評価がもっとも大きな影響を及
ぼしており、個人的コスト評価は有意ではあ
るものの相対的には大きな影響ではなかっ
た。この点も、一回目調査と一貫していた。

また、行政が取り組んだ市民意見交換会や
住民説明会の影響を調べた。意見交換会や説
明会を知っていた、あるいは、実際に自分や
身近な人が参加したという人ほど、総合的施
策を受容しており、また、市の誠実さ、参加
者の代表性、情報公開も高く評価していた。
このようにコミュニケーション機会への参
加が手続き的公正感の先行要因に影響する
だけでなく、内容評価の先行要因である公共
的便益、衡平性、個人的コストにも影響を与
えていた。つまり、意見交換会や説明会への
参加により、施策の内容についても理解が進
み、その内容評価が高まったと解釈できる。
一方、施策内容の理解度や知識は、手続き的
公正感や社会的受容にも、内容評価及びそれ
に関連する要因にも影響が見られなかった。

図 7 社会的受容に及ぼす要因の連関(二回
目調査)
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以上より、各区での市民意見交換会や町内
会単位での説明会の実施は、行政の誠実さ評
価を高めることで手続き的公正感を高める
のみならず、内容の理解促進にも貢献し、直
接社会的受容に繋がるといった、極めて重要
な役割を果たしていたことが示唆された。

さらに、集団資源回収への参加の規定要因
を分析した。回答者の約 4割が集団資源回収
に参加していると回答しており、多くの市民
が集団資源回収に参加していた。

集団資源回収への参加には、行動意図に加
えて、集団資源回収をどこでやっているかわ
からないなどの行動統制感が影響を及ぼし
ていた。集団資源参加への参加意図にもっと
も強く関連があったのは、面倒だ、煩わしい
といった個人的コストであった。集団資源回
収の有効性と、嬉しい・楽しいといったエン
パワーメントも主要な規定要因となった。

加えて、これらの要因と日頃の地域活動へ
の参加や地域アイデンティティなどとの関
連を調べたところ、日頃から地域活動に参加
しているほど、行動統制感、有効性やエンパ
ワーメントが高く、個人的コストが低かった。
また、日頃からの地域活動への参加と地域ア
イデンティティとは強く関連しあっており、
こうした人ほど困ったときに助けを求めら
れる人が近所にいるというサポートネット
ワークも有していることが確認された。

図 8 集団資源回収への参加の規定要因(二
回目調査)

一方、集団資源回収ではなく、業者による
戸別回収を利用したいという回答者は、集団
資源回収では自分だけ大変な思いをするの
はいやだというフリーライダーへの懸念の
高さが主要な規定要因であった。また、個人
的コスト評価が低く、集団資源回収の有効性
とエンパワーメントが低いほど戸別回収を
利用とする傾向が見られた(図 9)。

以上より、集団資源回収のような集団資源
回収の促進には、金銭的誘因だけでなく、手
間や煩わしさといった負担感を減らし、自分
も楽しいというエンパワーメントを高める
方策が必要であることが示唆された。また、
自分だけ大変な目に遭いたくないというフ
リーライド懸念の強い人には戸別回収のル
ートも確保しておく必要があるだろう。

図 9 業者による戸別回収への参加の規定要
因(二回目調査)
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